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2025 年 12 月期 第１四半期決算に関する質疑応答集(２) 
 

 

 この質疑応答集(２)は、2025 年５月 13日に発表いたしました 2025 年 12月期 第１四半期決算

について、当社で想定しておりました質問と、株主、投資家などの方々からいただいた主なご質

問・お問い合わせ等の内容とその回答についてまとめたものです。本開示は市場参加者のご理解

を一層深めることを目的に、当社が自主的に実施するものであり、皆様のご理解を賜ることを目

的として一部内容・表現の加筆・修正を行っております。 

 

 

Ｑ１：配当の再開ではなく株主優待制度を導入した理由について教えてください。 

Ａ１：当社は過去の赤字計上により利益剰余金が現在もマイナスであることから、配当の再開に

至っておりません。しかしながら、株主の皆様からの日頃のご支援への感謝を表すため、

このたび株主優待制度の導入を決定いたしました。成長軌道への回帰を目指すべく策定し

た「中期経営計画 2026」のもと、引き続き健全な財務基盤の構築に努め、早期の配当再開

を目指したいと考えております。 

 

 

Ｑ２：デジタルマーケティング事業の主要顧客は訪日外客であると思われますが、足下では為替

相場が円高に向かっています。こうした外部環境の変化が業績に与える影響についてどの

ように想定していますか。 

Ａ２：円高が訪日外客の消費マインドに一定の影響を及ぼすことは確かな一方で、引き続き訪日

外客数は堅調に推移しています。また、通信回線である e-SIM は必需品の一種であり、消

費を控える対象にはなりにくいものと認識しておりますので、為替の変動による影響につ

いては、他のインバウンド消費と比較して大きいものではないと考えております。 

 

 

Ｑ３：2025 年５月以降、デジタルマーケティング事業において新ブランドを展開していくとのこ

とですが、これが下期以降の業績に寄与する見込みでしょうか。 
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Ａ３：成長領域であるデジタルマーケティング事業では、2025 年 12 月期は下期にかけて EC サイ

ト関連の投資を進めることから、国内向け新ブランドを含めた、EC 販売が売上成長に寄与

してくる想定です。また、通信商材にとどまらず、既存顧客向けデジタル商材のクロスセ

ルについても拡充していく予定で、インバウンド向けの旅行ポータルサイトや Webメディア

を経由しての売上拡大とあわせて、引き続き、業績予想の達成に向けた取り組みを進めて

まいります。 

 

 

Ｑ４：デジタルマーケティング事業について、どういったところが競合になると考えていますか。 

Ａ４：デジタルマーケティング事業では、主に自社 ECサイトや ECモールを通じて、訪日外国人向

けの e-SIM 販売や、国内向けの WiMAX 販売の展開をおこなっております。e-SIM 販売におい

ては、国内事業者による訪日外国人向けサービスや、EC モールで販売する事業者に加え、

空港や旅行代理店経由の販路をお持ちの事業者も競合と想定しております。また WiMAX販売

においては、通信事業者による直販チャネルおよび価格比較サイト経由での事業者を競合

と想定しております。 

そのような中で当社は、EC サイト関連への投資を進め、多言語対応による差別化や多様な

商品設計により、利便性と収益性の向上を目指しております。 

 

 

Ｑ５：デジタルマーケティング事業について、e-SIM 販売が 2025 年１月に一時的に落ち込んだ後、

再び増加に転じています。季節性がある事業なのでしょうか。 

Ａ５：ご指摘のとおり、当社の e-SIM 販売は 2025 年１月に一時的な落ち込みが見られましたが、

その後は回復基調にあります。また、e-SIM の販売には、訪日外国人旅行者の旅行需要など、

市場の動向に応じた季節性があると考えておりますが、当該期間は広告宣伝施策の検証を

行う投資フェーズでもあり、その影響も一時的な販売数の変動要因と考えております。今

後は、市場の動向と広告施策の効果を踏まえ、より精度の高い販売戦略を構築してまいり

ます。 

 

 

Ｑ６：中期経営計画の進捗についての貴社の評価を教えてください。 

Ａ６：2026 年 12 月期の売上高 100 億円達成に向け、今期は集中的に成長投資を行うフェーズと位

置付けています。2025 年 12 月期については、関係会社株式売却益の計上等で１Ｑ時点の利

益の進捗率は好調なこともあり、成長投資を行いつつも、通期業績予想の達成は可能であ

ると考えています。現段階では、中期経営計画の達成及び成長軌道への回帰に向けた取り

組みは順調に進んでいるものと評価しています。 

 

 

以 上 


